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（百万円未満切捨て） 

１．平成23年12月期第３四半期の連結業績（平成23年１月１日～平成23年９月30日） 
(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第３四半期 135,745 11.6 3,669 △6.0 4,029 △3.2 2,595 △8.6
22年12月期第３四半期 121,629 40.4 3,901 146.3 4,164 155.5 2,840 28.7

 

 １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益 
 円 銭 円 銭

23年12月期第３四半期 109.99 －
22年12月期第３四半期 120.37 －

 
(2) 連結財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第３四半期 67,009 19,710 28.8 817.91
22年12月期 62,787 19,770 30.8 819.88

（参考）自己資本  23年12月期第３四半期 19,302百万円 22年12月期 19,348百万円 
 
２．配当の状況 

年間配当金 
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 － 8.00 － 14.00 22.00
23年12月期 － 14.00 －  

23年12月期(予想)  14.00 28.00

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ：有・無 

 
３．平成23年12月期の連結業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 166,500 0.0 3,980 △25.3 4,310 △23.7 2,670 △18.4 113.14

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ：有・無 

 



４．その他  
 

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ：有・無 

  
(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有・無 
  [(注) 詳細については、３ページ【２．その他の情報】をご覧ください。] 

  
(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 
② ①以外の変更 ：有・無 

  
(4) 発行済株式数（普通株式）  

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年12月期３Ｑ 25,200,000株 22年12月期 25,200,000株

② 期末自己株式数 23年12月期３Ｑ 1,600,431株 22年12月期 1,600,364株

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年12月期３Ｑ 23,599,629株 22年12月期３Ｑ 23,599,654株

 
※ 四半期レビュー手続の実施状況の表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開
示時点において、四半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ペー
ジ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間の経済環境を顧みますと、東日本大震災により落ち込んだわが国経済

は、サプライチェーンの完全復旧等により景気の持ち直しが期待されましたが、一方で、歴史的な

円高の定着等により景気の下振れリスクが強まりました。海外経済は、米国では、雇用改善が進ま

ず、先行きに対する懸念が高まりつつあり、依然として緩やかな成長に留まっています。欧州で

は、債務問題への対応の遅れ等から、景気は減速しました。また、アジアでは全体としては堅調に

推移しましたが、一部の国では欧米経済の悪影響が波及し始めました。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、主にアジア地域において、デジタル家電機

器、車載関連機器用部材および家庭電気機器用部材の出荷が引続き堅調に推移したことにより、当

第３四半期連結累計期間の売上高は1,357億４千５百万円となり、前年同期に比べて141億１千６百

万円の増加（11.6％増）となりました。しかし利益面では、円高の影響や、前連結会計年度および

当第３四半期連結会計期間より新たに連結の範囲に含めた子会社の初期費用をカバーするまでには

至らなかったこと等により、営業利益は36億６千９百万円となり、前年同期に比べて２億３千２百

万円の減少（6.0％減）となりました。また、経常利益は40億２千９百万円となり、前年同期に比べ

て１億３千４百万円の減少（3.2％減）となりました。四半期純利益は25億９千５百万円となり、前

年同期に比べて２億４千５百万円の減少（8.6％減）となりました。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報   

 総資産は、前連結会計年度末に比べ42億２千１百万円増加し、670億９百万円となりました。これ

は主に、受取手形及び売掛金、たな卸資産の増加によるものです。 

 負債につきましては、負債合計が前連結会計年度末に比べ42億８千１百万円増加し、472億９千９

百万円となりました。これは主に、買掛金の増加によるものです。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ６千万円減少し、197億１千万円となりました。この結果、自

己資本比率は、30.8％から28.8％に減少いたしました。 

 

(キャッシュ・フローの状況) 

 営業活動の結果、増加した現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、35億９千９百万円

となりました。これは主に、売上債権の増加額62億７千７百万円、たな卸資産の増加額11億５千８

百万円の減少要因がありましたが、税金等調整前四半期純利益が39億７千４百万円となり、仕入債

務の増加額69億６千７百万円、減価償却費14億３千３百万円の増加要因によるものです。 

 投資活動の結果、減少した資金は、29億６百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取

得による支出26億４千４百万円、無形固定資産の取得による支出１億６千６百万円によるもので

す。 

 財務活動の結果、減少した資金は、８億９千９百万円となりました。これは主に、長期借入れに

よる収入10億８千２百万円に対し、長期借入金の返済による支出８億２千５百万円、配当金の支払

額６億５千８百万円、短期借入金の純減少額４億１千６百万円によるものです。 

 これらの結果、当第３四半期末における連結ベースの資金は、51億７千１百万円となり、前連結

会計年度末と比べ３億５千５百万円の減少（6.4％減）となりました。 

 



(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年10月21日に「タイ国の洪水による当社連結子会社の状況に関するお知らせ」でご報告し

ましたように、現時点でも当社連結子会社には直接の被害は発生しておりませんが、その後も浸水

地域が拡大し、被災企業の生産活動再開やサプライチェーンの復旧が短期的には見込みにくい状況

となってまいりました。このようなタイの洪水の現況を前提に、当社の業績予想を見直しました結

果、下表のとおり、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益はいずれも、前回予想を下回る見込

みです。 

 

 平成23年12月期通期連結業績予想数値の修正(平成23年１月１日～平成23年12月31日) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円

181,040

百万円

5,200

百万円

5,470

百万円 

3,400 144円07銭

今回修正予想（Ｂ） 166,500 3,980 4,310 2,670 113円14銭

増減額（Ｂ － Ａ） △14,540 △1,220 △1,160 △730 －

増減率（％） △8.0 △23.5 △21.2 △21.5 －

（ご参考）前期実績 

（平成22年12月期） 166,481 5,331 5,645 3,270 138円59銭

 

２．その他の情報 

(1) 重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 ①簡便な会計処理 

  (一般債権の貸倒見積高の算定方法) 

 国内連結会社において、当第３四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒実績率等が前連結会計

年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。 

 

  (棚卸資産の評価方法)   

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結

会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 

  (繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法)   

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 

 ②特有の会計処理 

  該当事項はありません。 

 



(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

表示方法の変更 

 (四半期連結損益計算書関係) 

  「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日) にもとづく財務

諸表等規則等の一部を改正する内閣府令 (平成21年３月24日 内閣府令第５号) の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しておりま

す。 

 
 

 



3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,186 5,543

受取手形及び売掛金 31,304 27,635

商品及び製品 10,232 10,514

仕掛品 852 616

原材料及び貯蔵品 2,649 2,316

その他 1,707 1,348

貸倒引当金 △97 △61

流動資産合計 51,836 47,912

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,292 4,193

機械装置及び運搬具（純額） 4,174 2,852

土地 2,130 2,182

その他（純額） 524 396

有形固定資産合計 11,121 9,624

無形固定資産 800 845

投資その他の資産   

投資有価証券 1,755 2,975

出資金 467 501

その他 1,406 1,329

貸倒引当金 △379 △401

投資その他の資産合計 3,250 4,404

固定資産合計 15,172 14,874

資産合計 67,009 62,787



(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 28,209 24,018

短期借入金 10,560 11,137

未払法人税等 659 673

その他 3,432 3,137

流動負債合計 42,860 38,966

固定負債   

長期借入金 2,702 2,496

退職給付引当金 80 71

その他 1,654 1,483

固定負債合計 4,438 4,050

負債合計 47,299 43,017

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,144 2,144

資本剰余金 1,853 1,853

利益剰余金 21,323 19,388

自己株式 △677 △677

株主資本合計 24,643 22,708

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 322 1,003

繰延ヘッジ損益 2 16

為替換算調整勘定 △5,665 △4,379

評価・換算差額等合計 △5,340 △3,359

少数株主持分 407 421

純資産合計 19,710 19,770

負債純資産合計 67,009 62,787



(2) 四半期連結損益計算書 
【第３四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 121,629 135,745

売上原価 113,343 127,497

売上総利益 8,285 8,248

販売費及び一般管理費 4,384 4,579

営業利益 3,901 3,669

営業外収益   

受取利息 23 23

受取配当金 28 57

負ののれん償却額 28 28

不動産賃貸料 59 54

持分法による投資利益 124 122

為替差益 19 －

その他 123 286

営業外収益合計 407 572

営業外費用   

支払利息 109 148

為替差損 － 32

その他 34 30

営業外費用合計 144 211

経常利益 4,164 4,029

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1 0

固定資産売却益 4 5

特別利益合計 6 6

特別損失   

貸倒引当金繰入額 － 9

投資有価証券評価損 － 49

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 61

税金等調整前四半期純利益 4,170 3,974

法人税、住民税及び事業税 1,177 1,203

法人税等調整額 79 83

法人税等合計 1,256 1,287

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,687

少数株主利益 73 91

四半期純利益 2,840 2,595



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,170 3,974

減価償却費 1,261 1,433

負ののれん償却額 △28 △28

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15 36

受取利息及び受取配当金 △51 △80

支払利息 109 148

為替差損益（△は益） △0 44

持分法による投資損益（△は益） △124 △122

売上債権の増減額（△は増加） △6,048 △6,277

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,850 △1,158

未収消費税等の増減額（△は増加） △157 △1

仕入債務の増減額（△は減少） 4,980 6,967

前受金の増減額（△は減少） 28 △219

その他 265 △50

小計 △1,431 4,665

利息及び配当金の受取額 90 162

利息の支払額 △88 △136

法人税等の支払額 △1,131 △1,092

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,561 3,599

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,241 △2,644

有形固定資産の売却による収入 16 14

無形固定資産の取得による支出 △119 △166

投資有価証券の取得による支出 △132 △99

投資有価証券の売却による収入 67 －

貸付けによる支出 △870 △11

貸付金の回収による収入 0 2

関係会社出資金の払込による支出 △23 －

子会社株式の取得による支出 △80 －

子会社の清算による収入 96 －

その他 △15 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,299 △2,906

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,707 △416

長期借入れによる収入 600 1,082

長期借入金の返済による支出 △717 △825

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △375 △658

少数株主への配当金の支払額 △78 △79

その他 △65 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,070 △899

現金及び現金同等物に係る換算差額 △341 △398

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,131 △605

現金及び現金同等物の期首残高 9,474 5,526

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 － 250

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,342 5,171



(4) 継続企業の前提に関する注記   

  該当事項はありません。 

 

(5) セグメント情報等 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 

 
電子部門 
(百万円) 

機械部門 
(百万円) 

その他部門
(百万円) 

計 
(百万円)

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1)外部顧客に 
対する売上高 

113,385 7,977 265 121,629 － 121,629

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ 948 － 948 (948) －

計 113,385 8,926 265 122,577 (948) 121,629

営業利益 4,887 36 5 4,930 (1,028) 3,901

(注) １ 事業の区分は、商品系列区分によっております。 

２ 各事業部門の主要取扱品目 

部門 主要取扱品目 

電子部門 

下記分野における完成品・組立品・基板実装品・部品単体・キット等 
 通信機器 (携帯電話用液晶モジュール・携帯電話用カメラモジュール等) 、

車載関連機器 (カーオーディオ・メーター・フロントパネル等) 、情報機器
 (スキャナー・プリンター・周辺機器等) 、家庭電気機器 (デジタル家電・
薄型テレビ・エアコン・健康器具等) 、産業機器 (エンジン点火装置・業務
用AV機器等) 、一般電子部品など 

機械部門 
ワイヤーハーネス部材、オートバイ用部材、スパークプラグ等電装品、設備機
械および関連部品 

その他部門 印刷インキ、化成品、雑貨、その他 

 

【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 

 
国内 

(百万円) 
アジア 
(百万円)

欧州 
(百万円)

米州 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1)外部顧客に 
対する売上高 

30,687 79,432 3,092 8,416 121,629 － 121,629

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

15,758 6,788 437 2,534 25,518 (25,518) －

計 46,446 86,221 3,529 10,951 147,147 (25,518) 121,629

営業利益又は営業損失(△) 1,189 3,596 △188 337 4,934 (1,033) 3,901

(注) 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   国または地域の区分の方法   ・・・・地理的近接度によっております。 

   各区分に属する主な国または地域・・・・アジア ：中国、台湾、シンガポール、タイ、フィリピ 

                           ン、インドネシア 

                      欧州  ：ドイツ、スロバキア 

                      米州  ：アメリカ 

 



【海外売上高】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年９月30日） 

 

 アジア 欧州 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 75,869 5,139 7,732 2,687 91,429

Ⅱ 連結売上高（百万円）  121,629

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

62.4 4.2 6.4 2.2 75.2

(注) 国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域 

   国または地域の区分の方法   ・・・・地理的近接度によっております。 

   各区分に属する主な国または地域・・・・アジア ：中国、台湾、シンガポール、タイ、フィリピ 

                           ン、インドネシア 

                      欧州  ：ルーマニア、チェコ、ドイツ、フランス 

                      北米  ：アメリカ 

                      その他 ：中南米、オセアニア 

 

【セグメント情報】 

１ 報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。 

当社グループは、主に通信機器、車載関連機器、情報機器、家庭電気機器、産業機器、一般電子機

器・デバイス等に係る完成品、組立品、基板実装品、部品単体・キット等を調達、製造および販売し

ており、国内においては当社および独立した法人が、海外においてはアジア、欧州、米州の各地域を

複数の独立した現地法人がそれぞれ担当しております。 

各法人はそれぞれ独立した経営単位であり、顧客企業の海外事業展開に対応するため、取り扱う製

品および商品について各地域の市場特性に応じた包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。 

従って、当社グループは上記の観点から「電子(日本)」、「電子(アジア)」、「電子(欧州)」およ

び「電子(米州)」の４つを報告セグメントとしております。 

 

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

 

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日） 

（単位：百万円） 

報告セグメント 
 

電子 
(日本) 

電子 
(アジア)

電子 
(欧州) 

電子 
(米州) 

計 

その他 
(注) 

合計 

売上高    

  外部顧客への売上高 23,733 92,144 4,108 7,940 127,925 7,820 135,745

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

13,967 5,984 367 2,733 23,052 1,594 24,646

計 37,700 98,128 4,475 10,673 150,978 9,414 160,392

セグメント利益 
又は損失（△） 

777 3,540 △107 403 4,613 50 4,663

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれないセグメントであり、主要な製品および商品はワイヤーハ

ーネス部材、オートバイ用部材、設備機械および印刷インキ等であります。 

 



３ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日） 

（単位：百万円） 

利    益 金    額 

報告セグメント計 4,613

「その他」の区分の利益 50

セグメント間取引消去 55

全社費用(注) △1,049

四半期連結損益計算書の営業利益 3,669

(注) 全社費用の主なものは、報告セグメントに帰属しない親会社の本社関連の総務部、経理部等管理部門に係

る費用であります。 

 

(追加情報) 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 

平成21年３月27日) および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日) を適用しております。 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

  該当事項はありません。 
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